
１　平成２１年度財務書類（普通会計）について

　(1)新地方公会計制度に基づく財務書類の公表

　(2)財務書類の作成方法

２　財務書類４表の内容について

※各財務書類の関係は次のとおりとなっています。

■貸借対照表 ■行政コスト計算書

資産 負債

・・・

・・・

歳計現金

・・・

■資金収支計算書 ■純資産変動計算書

１　経常的収支 期首純資産残高

２　公共資産整備収支

３　投資・財務的収支 財源調達

科目振替

・・・

内容区分

　平成１９年１０月に総務省より示された「公会計の整備推進について」（自治財政局長通知）に基づき、人口３
万人以上の都市は平成２１年度まで、人口３万人未満の都市は平成２３年度までに財務書類４表（貸借対照
表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）を作成し、公表することが求められました。

　財務書類の作成方法については、国から「基準モデル」「総務省方式改訂モデル」の２種類が示されており、
「基準モデル」の導入には複式簿記に対応した財務会計システムの整備等多額の費用と期間を要することか
ら、本村においては費用の軽減及び早期の財務情報の公表が可能となることから、「総務省方式改訂モデル」
を用いて財務書類を作成し、公表することとしました。

占冠村の平成２１年度財務書類
（総務省方式改訂モデル）

貸借対照表

行政コスト計算書
【新規作成】

純資産変動計算書
【新規作成】

資金収支計算書
【新規作成】

　本村が保有する財産とそれを取得するにあたっての財源負担（将来世代の負担か、過
去及び現代の負担か）を把握することができます。

　人件費や社会保障給付費等の経常的なコストと、それらを受益者負担でどの程度賄っ
ているかを把握することができます。

　本村の純資産（資産―負債）がどのように増減したのかを把握することができます。

　１年間の現金の流れ、各区分の収支の状況を把握することができます。

期末歳計現金残高

純経常行政コスト

純資産 純経常行政コスト

経常経費

経常収益

期末純資産残高

歳計現金増減額

期首歳計現金残高



■貸借対照表 （単位：千円） ■行政コスト計算書 （単位：千円）
金額 金額 金額

1 公共資産 13,042,685 1 固定負債 3,072,794 2,097,606
（１）有形固定資産 12,699,021 （１）地方債 2,416,667 1 人にかかるコスト 428,101
（２）売却可能資産 343,664 （２）退職手当引当金 656,127 （１）人件費 364,925

（３）その他 （２）退職給与引当繰入 40,189
（３）賞与引当金繰入額 22,987

2 投資等 813,275 2 流動資産 591,919 2 物にかかるコスト 1,059,893
（１）投資及び出資金 115,622 （１）翌年度償還予定地方債 229,227 （１）物件費 353,441
（２）貸付金 172,814 （２）その他 362,692 （２）維持補修費用 42,589
（３）基金等 477,905 （３）減価償却費 663,863
（４）長期延滞債権 49,744 3,664,713
（５）回収不能見込額 △ 2,810 金額 3 移転支出的なコスト 555,849

1 公共資産等整備国道補助金等 3,204,218 （１）社会保障給付 45,976
（２）補助金等 326,086

3 流動資産 940,189 2 公共資産等整備一般財源 9,269,113 （３）他会計への支出額 164,149
（１）財政調整基金 650,162 （４）公共資産等整備補助金等 19,638
（２）減債基金 189,636 3 その他一般財源等 △ 1,341,895
（３）歳計現金 78,160 4 その他のコスト 53,763
（４）未収金 22,235 49,826
（５）回収不能見込額 △ 4 1 使用料手数料 49,077

11,131,436 2 分担金・負担金 749
14,796,149 14,796,149 2,047,780

■純資産変動計算書 （単位：千円） ■資金収支計算書 （単位：千円）
金額 金額

1 期首純資産残高 11,213,962 1 経常的収支 576,204
2 純経常行政コスト △ 2,047,780
3 財源調達 1,871,223 2 公共資産整備収支 △ 237,095

（１）地方税 374,272
（２）地方交付税 1,020,151 3 投資・財務的収支 △ 365,674
（３）その他行政コスト充当財源 247,222
（４）補助金等受入 229,578 △ 26,565

4 科目振替 0
5 資産評価替による変動 0 104,725
6 無償受贈資産受入 0
7 その他 94,031

11,131,436 78,160

区分

期末純資産残高

区分

期末歳計現金残高

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

簡潔に要約した占冠村財務書類４表（平成２１年度版）　　≪総務省方式改訂モデルで作成≫　【普通会計のみ】

平成２２年３月３１日現在

経常経費

経常収益

純経常行政コスト（経常経費-経常収益）

区分

資産合計

資産の部

負債合計

負債の部

純資産の部

負債・純資産合計
純資産の部



【資産の部】・・・これまで整備してきた資産等 【負債の部】・・・これからの世代が負担する負債

1 公共資産 1 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,416,667

① 生活インフラ・国土保全 5,137,689 (2) 長期未払金

② 教育 1,689,086 ① 物件の購入等 0

③ 福祉 343,095 ② 債務保証又は損失補償 0

④ 環境衛生 490,486 ③ その他 0

⑤ 産業振興 3,303,960 長期未払金計 0

⑥ 消防 2,560 (3) 退職手当引当金 656,127

⑦ 総務 1,732,145 (4) 損失補償等引当金 0

12,699,021 固定負債合計 3,072,794

(2) 売却可能資産 343,664

2 流動負債

公共資産合計 13,042,685 (1) 翌年度償還予定地方債 229,227

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

2 投資等 (3) 未払金 339,705

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

① 投資及び出資金 115,622 (5) 賞与引当金 22,987

② 投資損失引当金 流動負債合計 591,919

投資及び出資金合計 115,622

3,664,713

(2) 貸付金 172,814

(3) 基金等

① 退職手当目的基金 0

② その他特定目的基金 412,839

③ 土地開発基金 65,066

④ その他定額運用基金 0 【純資産の部】・・・これまでの世代、現世代の負担

⑤ 退職手当組合積立金 0 1 公共資産等整備国県補助金等 3,204,218

基金等合計 477,905

2 公共資産等整備一般財源等 9,269,113

(4) 長期延滞債権 49,744

3 その他一般財源等 △ 1,341,895

(5) 回収不能見込額 △ 2,810

4 資産評価差額 0

投資等合計 813,275

3 流動資産 11,131,436

(1) 現金預金

① 財政調整基金 650,162

② 減債基金 189,636

③ 歳計現金 78,160

現金預金計 917,958

(2) 未収金

① 地方税 4,876

② その他 17,359

③ 回収不能見込額 △ 4

未収金計 22,231

流動資産合計 940,189

14,796,149 14,796,149

■村民一人当たりの貸借対照表

負債
3,026千円

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債・純資産合計

平成２１年度　占冠村普通会計貸借対照表

（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　方 借　　　　　方

有形資産合計

負　債　合　計

（単位：千円）

住民基本台帳人口
1,211人

【概略版】

資産
12,218千円

純資産
9,192千円

平成２２年３月３１日現在

これまで:整備してきた資産

です。本村の資産のうち

86.6％が有形固定資産です。

道路などの生活インフラ整

備、農林業施設に係る産業

振興が大半を占めています。

本村が所有する普通

財産の土地を、近傍

地の固定資産評価額

により計上していま

す。

本村が出資している団

体への出資金です。土

地開発公社、占冠山村

産業振興公社等への出

資金です。

家畜導入資金貸付金、

奨学資金等が計上され

ています。

現在回収でき

ていない長期

にわたる税金

や使用料等が

計上されてい

ます。
長期延滞債権のうち、

時効等で回収できな

い見込額を計上して

います。

経費の支払や、借金

等の返済に充当可能

な現金、預金を計上

しています。

平成20年度に回収す

べき村税や貸付金の

うち、回収できな

かった額を計上して

います。

本村の地方債

残高から、翌

年度に償還す

る額を除いた

額を計上して

います。

本村の全職員が

年度末に自己都

合で退職したと

仮定して、その

場合に必要な額

を計上していま

す。

平成21年６月に支

払うことが予定さ

れている期末勤勉

手当のうち、12月

～３月の４カ月分

の額を計上してい

ます。

本村が債務負

担行為を設定

し、後年度に

負担する見込

みの額を計上

しています。

これまで取得した財産のうち、国・

道から補助金を受けた額の累計が計

上されています。

これまで取得した財産のうち、国・

道から補助金と地方債を除いた額の

累計が計上されています。

公共資産等以外の資産から公共資産

整備財源以外の負債を差引いた額を

計上しています。マイナス計上され

ているのは資産形成につながらない

臨時財政対策債等の地方債を発行し

ているためです。

貸借対照表では、本村が保有する財産とそれを取得する

にあたっての財源負担（将来世代の負担か、過去及び現

世代の負担か）を把握することができます。



【経常行政コスト】

総額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環境衛生 産業振興 消　防 総　務 議　会 支払利息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 364,925 17.4% 37,289 30,242 37,090 24,077 34,264 168,837 33,126

（２）退職手当引当金繰入等 40,189 1.9% 4,145 3,289 4,093 2,672 3,755 18,825 3,410

（３）賞与引当金繰入額 22,987 1.1% 2,371 1,881 2,341 1,528 2,148 10,768 1,950

小計 428,101 20.4% 43,805 35,412 43,524 28,277 40,167 0 198,430 38,486 0

（１）物件費 353,441 16.8% 23,493 64,380 6,281 126,688 46,128 83,782 2,688 1

（２）維持補修費 42,589 2.0% 39,011 1,327 17 1,787 447

（３）減価償却費 663,863 31.6% 190,311 55,282 21,875 41,902 248,806 208 105,479

小計 1,059,893 50.5% 252,815 120,989 28,156 168,607 296,721 208 189,708 2,688 0 1

（１）社会保障給付費 45,976 2.2% 1,284 37,096 7,596

（２）補助金等 326,086 15.5% 1,326 5,669 48,121 8,109 26,379 236,391 91

（３）他会計等への支出額 164,149 7.8% 61,600 43,108 59,441

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

19,638 0.9% 40 350 1,729 16,319 1,200

小計 555,849 26.5% 62,966 7,303 128,325 76,875 42,698 0 237,591 91 0

（１）支払利息 47,436 2.3% 47,436

（２）回収不能見込計上額 6,327 0.3% 6,327

（３）その他行政コスト

小計 53,763 2.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 47,436 6,327 0

2,097,606 359,586 163,704 200,005 273,759 379,586 208 625,729 41,265 47,436 6,327 1

17.1% 7.8% 9.5% 13.1% 18.1% 0.0% 29.8% 2.0% 2.3% 0.3% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

1 使用料・手数料　　ｂ 49,077 5,335 626 1,730 2,968 4,074 1,093 33,251

2 分担金・負担金・寄付金　ｃ 749 241 416 92

49,826 5,335 867 1,730 2,968 4,490 0 1,185 0 0 0 33,251

2.4% 1.5% 0.5% 0.9% 1.1% 1.2% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%

2,047,780 354,251 162,837 198,275 270,791 375,096 208 624,544 41,265 47,436 6,327 1 △ 33,251

（単位：千円）

総額
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環境衛生 産業振興 消　防 総　務 議　会 その他

354 36 29 36 23 33 0 164 32 0
875 209 100 23 139 245 0 157 2 0
459 52 6 106 63 35 0 196 0 0
44 0 0 0 0 0 0 0 0 44

1,732 297 135 165 226 313 0 517 34 44

ｄ / a

行政コスト計算書

自　平成２１年４月１日

至　平成２２年３月３１日

（単位：千円）

1

2

3

4

経常行政コスト　　a

（構成比率）

計上収益合計
（ｂ+ｃ）　ｄ

村民１人当たりの行政コスト（概略版）

（差引）純経常行政コスト
a - ｄ

人にかかるコスト
物にかかるコスト
移転支出的なコスト

平成２２年３月３１日現在
住民基本台帳人口

1,211人

合計
その他コスト

行政コスト計算書では、人件費や社会保障給付費等の経常的な

コストと、それらを受益者負担額でどの程度賄っているかを把握

することができます。

人にかかるコストの

累計額です。全体の

約20％を占めていま

す。

縦軸～経費の性質別にどれ

だけの費用を要したのかを

示しています。

物にかかるコストの

累計額です。全体の

約51％を占めていま

す。

他団体への補助金や

社会保障給付費等の

移転支出的なコスト

の累計額です。全体

の約23％を占めてい

ます。

行政サービスを受益

した方が負担した額

の累計です。税収等

は純資産変動計算書

に計上されます。

行政サービスを受益

した方が負担した額

の累計です。税収等

は純資産変動計算書

に計上されます。

横軸～行政目的別にどれだけの費

用を要したかを示しています。



公共資産等整備 公共資産等整備 その他
国県補助金等 一般財源等 一般財源等

期首純資産残高 11,213,962 3,215,760 9,303,960 △ 1,305,758 0

純経常行政コスト △ 2,047,780 △ 2,047,780

一般財源
地方税 374,272 374,272
地方交付税 1,020,151 1,020,151
その他行政コスト充当財源 247,222 247,222

補助金受入 229,578 77,075 152,503

臨時損益
災害復旧事業費
公共資産除売却損益
投資損失

科目振替
公共資産整備への財源投入 302,099 △ 302,099
公共資産処分による財源増 △ 209,918 209,918
貸付金・出資金等への財源投入 213,384 △ 213,384
貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 97,382 97,382

減価償却による財源増 △ 74,831 △ 364,843 439,674
地方債償還に伴う財源振替 159,528 △ 159,528

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 94,031 △ 13,786 △ 37,715 145,532

期末純資産残高 11,131,436 3,204,218 9,269,113 △ 1,341,895 0

純資産変動計算書
自　平成２１年４月１日

至　平成２２年３月３１日

純資産合計 資産評価差額

（単位：千円）

純資産変動計算書では、本村の純資産（資産－負債）がどの

ように増減したのかを把握することができます。

行政コスト計算書

で算出された一般

財源等で賄わなけ

ればならない額を

計上しています。

経常的な一般財源

を計上しています。

地方税、地方交付

税のほか、地方譲

与税等の国・道か

らの各種交付金が

計上されています。

公共資産の整備や

地方債の償還のた

めに要した財源に

ついて、その異動

を示しています。

例えば、公共資産

整備のためにその

他一般財源を使用

したためマイナス

計上され、同額が

公共資産等整備一

般財源等に計上さ

れています。

貸借対照表の純資

産の部と合致しま

す。



（単位：千円）

支出 収入

人件費 425,701

物件費 353,441

社会保障給付 45,976

補助金等 326,086

支払利息 47,436

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 109,873

その他支出 42,589

1,351,102

地方税 380,297

地方交付税 1,020,151

国県補助金等 152,503

使用料・手数料 16,248

分担金・負担金・寄附金 241

諸収入 47,669

地方債発行額 209,188

基金取崩額 23,200

その他収入 77,809

1,927,306

576,204 差額

２　公共資産整備収支の部

公共資産整備支出 439,674

公共資産整備補助金等支出 19,638

他会計への建設充当財源繰出支出 487

459,799

国県補助金等 77,075

地方債発行額 60,500

基金取崩額 11,562

その他収入 73,567

222,704 収入総額 2,289,484

△ 237,095 地方債発行額 △ 269,688

財政調整基金取崩額 0

３　投資・財務的収支の部 支出総額 △ 2,316,049

投資及び出資金 0 地方債償還額 284,909

貸付金 42,520 財政調整基金積立額 149,357

基金積立額 170,864 基礎的財政収支 138,013

定額運用基金への繰出支出 0

他会計等への公債費充当財源繰出支出 53,789

地方債償還額 237,975

長期未払金支払支出 0

505,148

国県補助金等 0

貸付金回収額 37,645

基金取崩額 17,520

地方債発行額 0

公共資産等売払収入 13,488

その他収入 70,821

139,474

△ 365,674

翌年度繰上重要金増減額 0

当年度歳計現金増減額 △ 26,565

期首歳計現金残高 104,725

期末歳計現金残高 78,160

地方債償還や基金
積立に充当した財源

115千円

投資・財務的収支額

村民一人当たりの資金収支

経常的収支額

支出合計

収入合計

公共資産整備収支額

支出合計

収入合計

収入合計

（プライマリーバランス）

地方債償還や基金
積立に要する経費

417千円

村民１人あたり約２万３千円のマイナス

平成２２年３月３１日現在

住民基本台帳人口

1,211人

基礎的財政収支

経常的な経費
　1,116千円

公共資産整備に
要する経費

380千円

経常的な収入
1,591千円

公共資産整備に
充当した財源

184千円

資金収支計算書
自　平成２１年４月１日

至　平成２２年３月３１日

１　経常的収支の部

支出合計

資金収支計算書では、１年間の現

金の流れ、各区分の収支の状況を

把握することができます。

人件費や物件費等の

経常的経費の累計を

計上しています。

地方税や地方交付税

等の経常的な収入の

累計を計上していま

す。地方債は臨時財

政対策債の発行額を

計上しています。

経常的な収入ー経常

的な支出の差引が計

上されます。これが

下記の収支不足額に

充当されます。

公共資産を整備する

ために要した費用の

累計を計上していま

す。

公共資産を整備する

ために充当した費用

の累計を計上してい

ます。

公共資産を整備する

ためには１億円を超

える財源不足となっ

ています。

地方債の償還や基金

の積立のために要し

た費用の累計を計上

しています。

地方債の償還や基

金の積立のために

充当した費用の累

計を計上していま

す。

地方債の償還や基

金を積立るためには

３億９千万円弱の財

源不足となっていま

す。




